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本稿軋　二つの部分からなる。第一部軋　個別

企業〔私鉄！言．ス事業〕－ベルにおける労働争議
の分析に関する「調査方法」の問題であり，帯二

部は，その調査に関する分析の一部をなす「労使

関係の類型と労働争議」との相互関係とその形式

の問題である。

もともと，これら吼　別に発表される「六八福

井鉄道争議」（以後「68福鉄争講」と暗記〕報告tllの

一部で・あるが，労働争議調査方法の問題として統

合し．独立の論稿として整理したものである。

第一部　労働争議調査・分析の方法

1．調査の目的と対象の選定

労働争議研究畔，研究者のもっ課題意識に－よっ

て調査目的が異なることはいうまでもない。ま

た，一応調査目的が設定されたうえは，その研究

対象が選ばれ，同時にその対象に即応した調査方

法も定められねばならない。

今回の調査の主要な目的は，個別企業レベルの

労働者の団結の態様，団結権実体化過程を明らか

にする・ことにあった。団結権由実体化は，当読企

業の労使関係の展開過程を基調にして労働者組織

＝労働組合の圃争忙よって，成し遂げられるもの

である。が，労働争議吼　その闘争の重要な結節

点をなすものである。そこで，労働争議が，労働

者組織の成熟と団結権の実体化（組織，団体交

狙団体行動等の形式・・内容の整備充寛）にとっ
て，どのような意味をもつかを明らかにしようと

考えた由である。

このような課題意識をもっ七　労働争議－こ

こでは個別企業レ云ルでのケ∵ス－をとらえよ

うとする場乱　それにふさわしい研究対象の選定

と調査方法とが定められねばならない。もっと

も，最終的な対象選定に先だって，一応の「予備

調査」を必要とするであろう。今回の場合，68年，

福井県の福井鉄道直発生した個別企業レベルの労

働争議を対象と‘しようと考えた。選定の理由は，

まずー軸こは，かねてから労働問題研究のフィー

ふドを「地方鉄道りミス産業」に謹めてきた羊

と，一つに軋　直接的な日常的接触の可能性に富

むものであった亡とにある。いわば「参与調査」な

いしそ．九に揮似し‾た形の調査の可能性に富むとい

うことであった。‘っぎに，争議の「比較研究」の

価値に注目したからである。比較の対象として，

さき町行なった「薗陸鉄道争議J21田後「北銑争

講」と癖記）があり，比較研究の条件に恵まれてい

ると判断したということで奉る。

と‘くに比較研究の点については，「北鉄争議」

と「68福銑争議」とを並列的甘芋とらえる基本的条

件は，ほぼっぎの点にあると見たのである。すな

わち，いずれも，（1日‾北陸地方」の「私鉄・ノミス

産業」に発生した労働争議であること，いわば地

方鉄道・ノミス産業での争議であること，く21争議の

過程で「経営放棄」〔当惑労組側の規定，その実

態は別稿に譲る（剖）という事態が発生したこと言31
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その争議を転機として，いずれの企業も「名鉄資

本」（私鉄「名古屋鉄道」資本系列）の支配に入

り企業再編成が進められたこと，等々に，顕著な

形態的類似点が発見されたことであった。

　これら諸点の具体的事実にっいては，別稿で詳

細に記述分析されるのである。が，ここでは比較

研究を進めるうえで「地方鉄道」としての両者の

特質にっいていくらか触れておく必要があろう。

「北陸鉄道」「福井鉄道」はいずれも地方鉄道の範

疇に入るとはいえ，当該企業の争議が地域社会に

対して持っ政治経済的意義は同日に論じえない条

件が認められる。ともに一一地区の「地域独占」を

保持することでは，同一であるが，支配地域の広

狭性にかなりの隔たりが認められる。したがって

争議のもっ社会的意義の重要度に，差が認められ

る。北陸鉄道は，石川県全域にわたってその交通

網を掌握し，高い地域独占性を保持している。こ

れに対して，福井県の場合は，交通網が二分され

ている。県下は嶺北地域（県都「福井市」を中心

とする県北部地域）と，嶺南地域（武生市・敦賀

市を中心とする県南部地域）に，二分されてい

て，前者を「京福電鉄」が，後者を「福井鉄道」

が，交通網を独占的に担当している。これら企業

の独占性は，戦時中，権力による企業統合によっ

て形成されたものである。ここで明らかなごとく

「北鉄」と「福鉄」とは，独占地域の広狭性の差

に従って企業規模の差を示している。その規模

（資本額，従業員数，鉄軌道・バス免許，運行キ

ロ程を指標として）の点で，北陸鉄道は全国の民

営交通産業の中にあって「準大手」にランクされ

うるのである。しかし福井鉄道は，典型的な中規

模企業である。したがって，争議にあたって地域

住民の関心度は，北鉄の場合は，全県レベルのも

のとなり，福鉄の場合は，一部地域に限定される

のが特徴的である。

　しかしながら，予備調査過程で感得されたこと

は，こうした企業規模差にもかかわらず，企業経

営の内実，労使関係の実態は，争議発生時点でと

らえた場合，顕著な外形的類似性を持っというこ

とであった。すなわち，経営者の資質，資本の土

着性，労働組合のリーダーシップの質等から見

て，同一の性格が認められたのである。

　かくて，北鉄，福鉄の争議は，比較研究を可能

にする条件に富むこと，またその比較研究によっ
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て，両争議の特質や，当初の調査目的により接近

しうると判断されたことが，対象選定の決定的な

理由であった。

2．調査・分析の方法

　調査目的ないし対象の決定と同時に，調査方法

が定められねぽならない。対象選定の理由として

あげた「比較研究の可能性」をいう場合，その

「比較研究」も調査方法の一っの形式をなすもの

である。が，今回の争議調査にあたって，初期段

階＝予備調査の過程で，とくに強く感じられたこ

とは「調査方法」の問題であった。そこで，さき

の「北鉄争議」研究Q・際の方法上の欠陥の検討か

ら作業を開始した。前回の争議研究は，一『戦

後日本の労働争議』の場合，一グループ研究の

形をとり，形式的ではあるが「調査要綱」ωを設

けて，着手された。しかしながら，その調査作業

は，十分な共同討議の機会をえられないまま，ま

た明確な理論仮説の設定がなされないまま，各研

究者が個別に独自な方法をもってすすめられたの

である。そこで，筆者の場合の「北鉄争議」研究

は，その調査要綱に従ったとはいえ，結果とし

て，事実の記述の域を出ることができなかった。

それは，当時，当該争議に対して参与者の立場に

あったことも大きな理由であろうが，むしろそう

した結果になった最大の理由は，課題意識に鮮明

性を欠如したこと，とくに分析方法の不備による

ものと思われる。そこで今回は，争議調査にあた

り，争議調査目的の設定一予備調査一対象選定一

調査方法の検証（5｝という作業を慎重にすすめるこ

ととしたのである。分析装置の構成に，とくに留

意することにしたということに他ならない。

　（1）分析要因の析出

　調査対象として選定された争議は，労働争議一

般として把えられるのでなく，ケース研究のため

のものであった。そこで「地方鉄道」産業に属す

る企業が選定されたのである。このことから，ま

ず，その「地方性」「私鉄産業」の特質が労働争

議に対して特別の意義をもち，争議の性格を決定

するという仮説をたてて作業にあたることとし

た。っぎに，ケース研究であるかぎり，当該企業

の「企業体」および「労働組合の実体」分析を前

提とすべきことを特に留意した。もちろんその基
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底にある戦後日本の産業の成長と構造の変貌（対

応一その過程で地方鉄道の斜陽化，バス輸送の

代替の進展が見られる），社会構造の変化（対応

一交通需要の量と質の変化が見られる）といっ

た点を無視したわけではない。それどころか，産

業構造の転換と労働争議との相互関連という価値

ある別個の課題の存在をさえ認めるものである。

　さて，ここで労働争議の分析装置の構成要因と

して「地方性」，「私鉄産業」ないし「企業体」と

いう概念を設定する理由は，ほぼっぎの点にあ

る。すなわち，それらの要因が，争議における労

働組合の「交渉力」ならびに「争議継続能力」と

相互関連が認められ，しかも，それが主導的な力

として作用するということである。っまり「交渉

力」の形成過程，その形態，その内実の洞察，さ

らには「争議継続能力」の発生の淵源，その大小

強弱の測定，要するに団結権の実体化を明らかに

するための分析要因としようということである。

　そこでその分析要因と，争議との関連の構造お

よび争議への作用度を見ることとして，つぎのご

とき作業に着手したのである一。

　A　産業の特質の析出

　　（1）私鉄・バス産業の特質

　　（2）地方産業構造

　B　企業の特質の析出

　　（1）「企業体」の特質

　　（2）騨組合の組織実態一沿革

と，整理したうえで，逐次，分析を進めようと考

えた。

（A）　産業の特質

　私鉄・バス産業の産業としての特質は，そこで

の労働争議を特徴づける。が，その場合とくに，

産業としての「資本構成上の特質」（後に略述），

「第三老機関の介入」と「世論」とに，注目され

るのである。

　交渉過程で，第三者，公的機関の介入によって

交渉促進ないし早期解決が企図され，その際，世

論は公的機関の介入を促進し、さらに争議継続に

とって複雑な圧力要因として作用するのが特徴で

ある。

　（1｝私鉄・バス産業の特質

　私鉄・バス産業の特質は，まず「公益性」にも

とめられる。

　この産業は「公益事業」ないし「公共事業」と

見倣される。公益事業は“公衆の日常生活に欠く

ことのできないもの”（労調法第8条）と，とら

えられる性質をもち，したがって，その争議＝業

務の停廃は，資本に打撃をあたえるのみならず，

“業務の停廃が国民生活を著しく阻害し，又は公

衆の日常生活を著しく危くする”　（労調法第8条

2項）ものである，ということである。私鉄・バ

ス産業は，その意味で公益事業とされている。

　そこで，法によって労働争議に際して，労働争

議の予告（労調法第37条）などの規制をうけるの

である。

　とにかく，そこに一旦労働争議が惹起すると，

民間次元の争議でありながら一般民間産業の場合

と異なり，地域社会問題化することは注目さるべ

きである。まず一般公衆から直接的な反応が見ら

れ，やがて公的機関の介入を招くことになる。一

般に，世論は，争議に対し批判的，否定的に形成

される傾向がある。ことに労働争議が長期化すれ

ぽ，急速に世論は硬化し，概して非難は労働者側

に集中し，労働者側の闘争意欲をそぐこととな

る。要するに，労使の自主交渉，争議行為，その

形態にまで，社会的規制が及ぶということであ

る。

　また労使間の自主交渉過程においても常に世論

を味方にしようとする配慮が見られる。争議長期

化の場合は，労使ともに相手側にその責があると

主張し，世論に訴えようとする。その反面，世論

の圧力を恐れ，「早期解決」へと方針の転換がは

かられることも事実としてある。

　世論はまた，既に述べたごとく公的機関介入の

気運を促進する作用をも果たす。中労委，地労委，

ときには地方権力の登場をも促す力をもち，それ

ら機関の介入は，一般に交渉促進要因として作用

し，さらには争議妥結条件（妥結基準の提示，そ

の保証条件，交渉焦点の集約）の提示という機能

を果たし，早期解決への途を拓くこととなる。

　しかしながら，世論形成，公的機関介入が「戦

術的」に「利用」され，作為的に「時の氏神」の

役割を果たさせようということである。そのかぎ

りで，自主解決の退化が見られる。第三者機関へ

の責任転嫁の姿勢を生み出し，いわゆる「アベッ

ク闘争」を許す背景を，そこに見ることができよ

う。
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　つぎに，公益性は，具体的な’「争議戦術」の採

用に作用する。実力行使の形態，日程の選択など

に特徴が認められる。すなわち，争議形態として

は，全面的ストライキと共に，「部分スト」，出改

札拒否戦術などの採用，日程の選択としては，日

曜日，祝祭日等の曜日をストライキ決行日として

選ぶかどうかが重大な関心事となるのは，公益性

と世論の圧力が作用することを立証している。す

べて争議戦術は，交渉促進，企業への打撃の測定

という観点からだけでなく，世論形成への戦術的

配慮から出るものである。

　産業として，私鉄・バス産業は，第3次産業に

属し，輸送ザービス業（公衆大量輸送）である。

公益性の観点から「免許事業」とされている。地

域独占性の保障と，運輸サービス料金の認可制

（公共料金として）とを，事業上の特権としてい

る。また免許事業ということは，地域における資

本間競争を排除・制限することを意味する。した

がってそれが争議時に現われる社会的影響は無視

できない。地域独占のため，一旦争議状態に入る

と，大量的代替輸送機関の欠如の影響が現われ

（過疎地域にその典型的事例を見る），世論は，労

使に，交渉促進ないし解決内容の妥当性を無視し

て一挙に争議行為の中止を促す要因として作用す

る。しかしながら60年代後半に至ってマイカー時

代を迎え，争議時の世論は鎮静化の傾向を示して

いる。争議によって公益性がそこなわれるという

印象を稀薄にし，むしろ鉄道路線撤去の可能性を

実験する結果を招くこともある。

　それはそれとして，地域独占性は，一旦争議が

長期化した場合，逆転して労使にとって争議継続

力にプラス要因となることもある。というのは，

市場は，他資本による競争，侵害から守られてあ

るからである。また争議後の企業経営の再建・整

備などを一サービス業の特質である日常的現金

収入によって，また運賃値上げという安易な経営

政策の採用可能性によって，’　　容易にしてい

る。もっとも　争議時に，争議長期化ないし激発

を理由に，対抗路線，新路線の認可申請のごとき

政治的うごきが現われ，争議の性格を社会問題

政治問題化し，自主交渉を歪曲する場合が生じた

こともある｛6〕。この場合，争議継続にとって，マ

イナス要因として作用したものといえよう。

　②　地方産業構造

　っぎに，当該産業が，全国的レベルでの産業構

造の中で，あるいは地方産業において，どのよう

な位置を占め，役割を果たしているかを見なくて

はならない。とくに，地方産業構造を分析し，争

議発生企業の，地方産業における位置をたしかめ

る必要がある。

　さらに，この場合，地方産業構造の分析の視角

は，およそっぎの点に置かれる。すなわち，争議

発生企業と，（1）金融機関との相互関係，（2）地方権

力との関係に，注目すべきであるということであ

るo　　　－’・　’

　地方産業の中にあって，．当該産業ないし企業が

優位性を保持するか否かは，金融動員力と，地方

権力をうこかす力の有無を意味する。

　まず，金融資本の関係を見よう。

　金融資本の動向は，争議の際，資本側の交渉

力，争議継続能力にとって，大きな影響力をもっ

のであるσ一般に，地方金融資本は，融資企業の

経営基盤の安定性に最大の関心を示し，不断の経

営合理化を迫り，それを融資条件とする。融資企

業の争議に対しては，とくに関心をよせる。それ

ぼかりでなく，地方金融資本は，争議の際，背後

にあって使用者の抵抗的姿勢をささえ，ときには

プロンプター的役割さえ果たすのである。

　この場合，いま一っの見逃しえないことは，無

権利に近い大衆的株主にたいする少数の「安定株

主」の存在である。安定株主は，企業に対し決定

的な発言力を持ち，決定的な場面で経営政策をリ

ードする。とくに争議においては，この安定株主

の動向が微妙に作用し，労使交渉を制約し，時の

氏神的役割を果たす反面，争議の長期，激化の契

機となることもある｛7）。

　ところで，地方産業にあって優位性を保持する

ことは，金融動員力の豊かさを示すことでもあ

る。争議時には金融資本の支援が，合理化投資な

どの名目で得られ，咬渉力，争議継続力を強大に

しうる。なお，優位にある企業の場合は，地方経

協などにおいて，地域のリーディングな労組の動

向に対してジ日常的に重大な関心を示し，情報蒐

集，労組対策をたて，地方総資本による労務政策

がとられることは見逃しえないであろうb

　しかしながら，それに比して，もし地方産業に

おいて劣位にあるならぽ，一経営規模の中小零
6



細の場合に多いのだが一金融動員力を欠き，金

融資本からの圧力をうけ，かえって交渉力を劣弱

にし争議処理能力を衰退させる状況にある。また

金融資本からの圧力によって経営指導部の内部混

乱を惹き起こし，決断主体が動揺し，争議を長期

化，泥沼化することとなる。なお，争議を契機に

して，企業倒産，大資本への隷属化を促すことと

なりがちである。

　っぎに，地方権力との関係にっいて見よう。

　地方産業において優位性をもっことは，同時に

地方権力をうこかす力をもっことを意味する。し

たがって，争議時には，世論形成（マスコミの動

員）や弾圧装置としての官権力（地労委の調整工

作を含む）を操作する実権を持っことを意味す

る。

　しかし，劣位産業ないし企業は，権力との距離

は遠いといえよう。

（B）企業の特質の析出

　一般的には，企業は雑多な個性をもち，したが

って，これに照応する労使関係の中心的課題の多

様性が見られる。企業レベルで形成された労使関

係の特質ならびに企業基盤の強弱等は，その交渉

態様を制約し，争議の形態を著しく特質づけてい

る。なお，労使関係の類型と労働争議との関係に

ついては，これを一般化して把握する試論を別に

記述する。（本稿第二部）

　（1｝企業体の特質

　ここで「企業体」という場合，必ずしも商法上

の企業の必要要件の綜合という意味ではなく，よ

り実体的な概念として捉えようということであ

る。それは，（1）資本の規模，（2）資本構成，（3）資本

系統，との統合概念として捉えられる。

　（i）資本の規模

　企業（資本）規模は，一般に交渉力，労働争議

の継続能力を規制する重要な物的要因となってい

る。

　私鉄・バス産業においては，「私鉄」部門は，

とくに投資の巨大性と固定性に特徴がある。それ

に比して「バス」部門は相対的に小資本をもって

起業の可能性が認められた。なお，この産業は公

衆的大量輸送，サービス業として第3次産業に属

することも注目さるべきであろう。

　企業形態にっいては，企業規模の大小を問わず
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「私鉄・バス」の兼業混合形態が一般的である。

また，最近は，この産業が交通産業というよりむ

しろ，土地開発を始めとする「附帯事業」（傍系，

系列社への投資を含む）に重点が移行しっっあり

「専業」交通産業といい切れぬものに変貌しっつ

ある。そのかぎりで，公益事業の性格を喪失しっ

っあることが特徴的現象である。

　さて，規模と争議との関係にっいて見ることと

しよう。大規模企業にあっては，闘争の物的基盤

は相対的に強い。附帯事業収益も手伝って，組織

運営の近代化が進み，「官僚制」が確立している。

これに照応して，団体交渉制度が定着する物的基

盤が成熟しているということである。そのかぎり

で，労使双方に対して争議継続能力を相対的に高

め，しかもその交渉過程，争議過程にっいても，

一応自主的，合理的（現実主義的）に処理し，判

断しうる体制が整備されている。

　しかしながら，企業次元での自主交渉の可能性

が高いことから，階級連帯意識を劣弱なものにす

る。産業別共闘の過程にあって，その共闘路線か

ら離脱し，企業レベルの自主，個別交渉へ陥没し

がちである。労使ともに，上部団体（私鉄の場合

をとれぽ，「民鉄協会」と「私鉄総連」と）の交

渉（＝統一交渉）への参加を排除・拒否する姿勢

さえも取るということである。

　しかしながら，これに対して中小零細規模にあ

っては，団結の内実は成熟，整備していない。か

りに闘争意欲は高いとしても，闘争の物的基盤は

劣弱である。原生的な団結と，前先代的経営感覚

による経営政策との対抗関係の中にあり，交渉過

程に非合理的判断が入り込む傾向を生じ，争議形

態も力関係原理が前面に出がちである。

　なお中小規模の単組は，戦力としての争議資金

の蓄積も乏しく，産業別上部団体（ここでは例え

ば，私鉄総連・地連），地域労働団体（県評・地

協・政党等）の「指導」や「財政援助」（例えば

スト中賃金保障等）や大衆行動への動員（ピケッ

トを含む）のささえなしには，争議貫遂能力はほ

とんど持ちえない状況にある。しかしこのこと

es　，企業次元の争議が，いわゆる外部勢力（階級

連帯でもある）の指導にゆだねられ，自律性を喪

失する傾向を生む原因でもある。労働争議継続能

力も，事後の労働者の生活救援策も，法廷闘争な

どの場合も，すべて階級連帯によってのみささえ



られる。この場合，上部団体の指導は・当該単組

の意思より上位に立ち，妥結条件や争議後の労使

関係にも，大きな影響をもっこととなる。したが

って，もし上部団体の公的な指導が弱化したり中

断されたりすれぽ，争議はきわめてドラスチック

な形態におちこむか，さもなくば直ちに敗北にっ

らなることが特徴的である。そこには，当該単組

は，いわゆる「恩義」を感じて，指導に屈従し，

指導が支配に転化するという特殊な指導・援助の

精神構造が形成されることに注目しなくてはなら

ない。

　岡　資本構成

　資本構成の変貌を基底として，労働組合のリー

ダーシップの変質が生じ，ひいては労働争議の目

的，争議形態を規制する要因として作用する。そ

のかぎりで，資本構成は，注目されねぽならな

いo
　資本構成は，産業の特質と企業の規模とに関連

して定まる。

　ここで一般に資本構成を問題にする理由は，資

本の技術的構成に対応して労働力構成（労働力の

量と質）の特性が定まるからである。そして労働

力構成こそが，それに適合的な労働老の意識形態

と組合のリーダーシップの質を形成する物的基盤

をなすものである。労働者意識は，当該単組のリ

ーダーシップの質，意識の近代化，争議志向性等

に対する，重要な形成要因となっているというこ

とに他ならない。

　ここでは，私鉄・バス産業を問題にするのであ

るが，既述のごとく，鉄道・バス「兼業」が一一ee

的な経営形態をなしているoしたがって一般に私

鉄・バス産業にあっては，鉄道部門の先進性，バ

ス部門の後進性（産業の歴史の新しさ）との矛盾

対抗関係の中に，経営政策，組合政策が形成され

るo

　まず鉄道部門からみていけぽ，労働力の基幹層

は駅務関係，乗務関係職能労働者である。

　ここでは，労働者は企業定着性向が強く，年功

的労使関係になじみ，企業忠誠心が強く，穏和な

組合政策を支持する傾向を示す。とはいえその反

面，一旦争議が長期化すれば，むしろその持続性

が強いと見られている。しかし最近は若年労働者

層の拡大によって年功的労使関係の物的基盤が震

憾されっっある。これこそが，最近の春闘におけ

る大手私鉄のストライキ志向性の強化を印象づけ

る行動の背景をなすものである。

　つぎに，バス部門にっいていえぽ，基幹労働力

は，運転関係労働者（とくに運転士）であって，

労働力構成は比較的単純化されている。

　ここでは，労働力は，流動可能性に富むので，

企業定着性向が乏しく，労働老は年功的労使関係

になじまず，戦闘性に富む組合政策を支持する傾

向を示す。とはいえ，鉄道労働者に比し，短絡的

行動様式をとることが特徴的であると見られてい

るo

　ところで，交通事業は，私鉄・バス産業企業形

態をとることは，地方私鉄企業別単組レベルでは

鉄道バス両部門の対抗関係を基調として労使関係

が形成されることを意味する。その際，組合リー

ダーシップは，鉄道部門出身幹部によって掌握さ

れてきたが，今，それが震憾されっっある。地方

鉄道では，かつてバス部門は鉄道の補完部門をな

すものであった。が，モータリゼーショソの進展

にともない，60年代に入って企業内実勢力は転換

を開始し，バス部門が主座を奪おう一鉄道の斜

陽とバスの成長一としっっある。かくて，組合

リーダーシップもまた，変貌，転換を迫られてい

るということである。

　とはいえ，現在なお鉄道部門関係労働者が単組

のリーダーシップをとっていることも事実であ

る。これは，一面で，バス部門の企業定着労働老

が，年功的労使関係になじみっっあることを意味

し，バス部門上層労働者を構成し，この層が，鉄

道部門基幹労働者層との癒着状況にあることを示

すものである。その均衡の上に組合リーダーシッ

プが形成されているといえよう。

　バス専業組合にあっても，組合政策は，その発

足時の戦闘性が次第に薄れっっあることは，労働

者が企業に定着し，年功的労使関係になじみっつ

あること，産業としてのバス部門がその成長のス

ケールを狭め，テンポを緩め，停滞期に入り，労

働力の流動性が規制されっっあることを反映する

ものと解されるのである。

　いま一っ注目すべきことは，私鉄，バス（関連

・社，ハイヤー部門を含む）の労働老は，産業レベ

ルで「私鉄総連」に結集することである。資本は

「民鉄協会」「日乗協」2団体に，部門ごとに結集

している。なお，私鉄総連と民鉄協会との間に，
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一応産業別統一交渉体制｛8｝が成長していることは

とくに注目さるべきである。

　民営交通産業の全国レベルでは，経営実態（投

下資本・労働量を指標として）からみて，なお鉄

道部門が実勢力として優位を保持しているので，

私鉄総連のリーダーシップの質は，なお総体とし

て鉄道部門労働者の意識と行動態様とに関連づけ

て理解されねばならない。

　圃　資本系統

　資本系統に注目する意味は，労使関係の実態，

交渉過程が自立性を喪い，「親資本」の方針に従

属するという事実にある。

　ともあれ，国家独占資本の段階にあって，私

鉄・バス産業もまた独占集中化過程にある。そし

て60年代の産業再編成過程で，交通需要の変質が

生じ，地方鉄道部門は急激に斜陽化し，同時に，

地方の個々の企業は「大手私鉄資本」の系列下に

編入，隷属を強いられる顕著な傾向が現われた。

　系列下に入った企業の労使関係は，「親資本企

業」の労使関係を上層とする階層性を形成する。

実質的に，親資本に包摂され，自律性を奪われ，

親資本の労使関係に従属することとなる（9）。自主

交渉も形式化し，系列企業では，親資本企業にお

ける交渉に，先進，先行することは許されない。

っまり，妥結はもちろん本格交渉といえども，親

企業における交渉の進捗がなければ，なされない

ということである。また妥結条件も親企業の水準

を越えることは許されない。それは単に資本がそ

れを許さないという意味ぽかりでなく，親資本企

業労組も許さないということである。

　さらに，系列下企業にあっても，企業規模によ

ってランクが設けられ，その大小によって順位が

っけられ，妥結条件の階層制が設定されるのであ

るo

　そこで系列下企業は，「企業別」組合の形態が

温存されるかぎり，親資本企業労組と一種の「企

業連」を形成することとなる。系列下企業労組

は，親資本と労組の動向に絶えず注目し，それと

の連繋に努め，指導を仰ぐことなしに，独自の闘

争を展開することは，困難な状況にある。この場

合，産業別上部団体の指導といえども，この資本

系列関係の階層構造の中に割り込むことは，極め

て困難である。もし仮りに，親資本企業労組の指

導をうけ入れず独自の闘争を展開したとすれぽ，

同時に上部団体の指導援助が絶たれ，孤立化する

ことになる。その闘争は，個々の労働者の階級意

識深化の機会となりえても，争議などの場合は，

完全な敗北の途を選ぶことに他ならない。

　②　労働組合の組織実態

　労働争議において，労働組合の組織の実勢＝組

織力は，一般に交渉力や争議継続能力の最有力な

源泉となる。

　一般に組織の交渉力・争議継続能力に示される

力量は，組織の「伝統」から生まれるものであ

る。そして，組織の力量は，当該労組創生いらい

の沿革をたどることで明らかにされる。組織の沿

革は，組織の伝統を形成し，個々の闘争を結節点

として展開され，争議時点における組合政策，リ

ーダーシップを規制している。

　っぎに，労働争議は，とくに組合幹部の闘争

歴，意識ないし組合政策の質に関連づけて捉えね

ばならない。決定的瞬間における決断や指導性の

発揮は，とくに幹部の資質にかかわるからであ

る。とくに組合政策にかぎっていえば，企業体を

構成する基幹労働者層の量とその意識によって，

制約をうける。いま一っ，それは，所属系統労組

のリーダーシップからの制約をうけることに注目

しなくてはならない。上部団体の指導の質が争議

の動向を決定づけるからである。全国レベルにお

ける「組織率」の高さ一私鉄総連の場合は組織

シェアーは大きく，同盟系組織の実勢力の劣勢，

未組織労働者の少数一とそれにささえられ，一

応「戦闘的リーダーシップ」の保持を可能にして

いる。所属単組の争議時における上部団体の指導

と財政援助（スト中賃金保障を含む）体制の確立

によって，下部単組は争議にあたって交渉力の保

持と争議継続能力を強化することとなる。

　さらに地域組織（県評，ここでは「地方交運」・

地協）の態様に注目される。交通産業は，とくに

地域社会の生産的労働力にとって日常的関連が保

品れているので，私鉄・バス争議は，階級的関心

事となる。とにかく「地域共闘」体制が実質的に

どれだけととのえられるか否かによって，私鉄・

バス争議継続力は減退もすれぽ，強化されもする

のである。この際，地域組織のリーダーシップを

とる単産，単組の性格によって，私鉄・バス争議

は，影響をうける。それは，一っには世論形成

に，労働老階級が批判的態度を示すか，同調，協
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力的態度を示すかが，争議継続力を弱化ないし補

強することとなるからである。
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1．労使関係の類型化と指標の設定

　「労使関係」は，一定の「企業体」の内実を基

盤として形成され，変貌する。

　資本の担い手としての経営者の経営精神は，そ

の経営政策と経営行為（管理・運営）との中に現

われる。すなわち，経営意思の決定とともに生産

力としての労働力の管理一とくに労働組合管

理・労働力管理一をめぐる経営行為として現わ

れるということである。

　労働者は，組織的には，組合幹部のリーダーシ

ップを中心とした組合政策と団体的行動をもって

対抗する。協調または対抗ないし対決の姿勢とな

って現われる。

　さて，世界の工業国に現われた労使関係の特質

の「類型」化が試みられている。が，たとえば，

クラーク・カーの場合をあげることができる。そ

こでは，

　〈絶対的労使関係〉

　〈親権的労使関係〉

　〈階級闘争型労使関係〉

　〈競争型労使関係〉

と，類型化が試みられている。

　それは，一定の社会における労使関係の成熟度

を，類型化して把握したもの，つまり労使関係の

国際比較と思われる。日本の労使関係の中には，

この四っの型がそれぞれ特有の形で存在している

ということがいえる｛1｝。

　しかしながら労使関係を，とくに経営者を主体

としてこれに対する労働者の関係を見ると，

　〈従属関係〉→〈協調関係〉→〈対等関係〉

と，類型化し，産業民主主i義的労使関係に発展

し，内容的に経営参加的方向の労使関係に移行す

るという見方がある。藤林敬三教授の場合ωが，

それである。G．　D．H．コールの場合も〈従属〉

〈対等〉〈協力〉関係の成立と，ほぼ同じ見解をと

っている。ただ，実践的な場においては「従属関

係」を除き，「協調」，「協力」と「対等」の相互

関係は必ずしも明確な対立概念ではありえないこ

とを指摘しておかねぽなるまい。

　さて，労使関係の形成過程や形態上の特質を究

明することは，興味ある課題だとしても，当面の

目的ではない。あくまで，労使関係の特質（類

型）が，労働争議といかに関連し，しかも労働争

議の性格をいかに特質づけるかを，明らかにする

ことに主目的がある。とにかく，労働争議発生の

原因，争議の性格，争議形態の特質を，当該企業

に形成された労使関係の実態と関係させて捉える

ことは，有効な作業であると考えた。いわば，そ

うした仮説を立てて分析を試みようということで

ある。

　そこで，労使関係の類型化の指標として，「経

営者の経営行為の精神的基調」と「労働者組織の

リーダーシップ」を選ぶこととした。

｛1｝経営行為の基調的精神

　まず「使用者」については，経営者による，対

個別労働者ならびに対労働者組織に対する経営行

為の精神的基調を指標として「近代化」〈一応こ

こでは人格的な権威の名においてなされるものか

ら，非人格的な規範の名において下される過程へ

の移行を，近代化ととらえることとした。〉（3｝過程

として，ほぼっぎのごとく，
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　a一前近代的経営精神（親権的，温情主義）

　b一擬似近代的経営精神（懐柔的，協調主義）

　c一近代的経営精神（官僚的，合理主義）

と，段階的に類型化して整理を試みた。

【前近代的経営精神　　第1類型（rM・a」型）】

　これは，概して資本所有型経営者の場合に認め

られる。かれはトップマネージャとして経営方針

を専制的に樹立する。っまり経営の意思決定の専

制制が認められ，経営行為には強い情緒的な田舎

大地主的感覚がっきまとうことを特徴とする。そ

の意味で，前近代的といえよう。っまり経営老の

管理理念は，一般的には，親権的＝家父長的パタ

ーナリズムにささえられ温情主義を売りものにし

ているということである。このことがかえって労

使関係の面で労組の存在を否定したり，自主的団

交機能の成立と成熟とにとって阻害要因として作

用する。そして，争議に入ると，主従の情誼を踏

みにじるものとして，感情を激発させ，憎悪（恐

怖をはらむ）の相貌を示し，攻撃型に変身する傾

向を示すのである。

　これは，具体的には，地方個別企業の経営老に

みとめられた一般的形態であった。本争議研究の

過程で，福井鉄道の初期経営者41も，これに類す

ると思われた。顕著な例は，「福井県バス｛5）」（現

「京福バス」）の経営者に，一っの典型的事例を見

ることができた。

【擬似近代的経営精神一第H類型（rM・b」
型）】

　これは，資本所有型経営老意識の場合である。

第1類型と異なるところは，完全な資本所有老と

はいえないにもかかわらず，「意識」として同質

の経営精神の保持者である。かれらは，トップマ

ネージャとして，専制的意思決定が許容されるべ

きだと確信するが，組織運営＝「経営」の物的基

盤としての官僚制の進展が認められるので，必ず

しも適合的経営精神でありえない。したがって，

前者が強く前面に出ると第1類型に接近し，後老

が平穏に有効に作用すれぽ，っぎに述べる第皿類

型に接近する。いずれにしても，そこには，経営

が外形的にはたしかな近代性が感じられる。とは

いえ，その本質は前近代性をふっきれないままで

あり，そのかぎりでその近代性は擬似的なものと

いわざるをえない。

　労働者にたいする経営者の労務管理は，一般的

には，団交機能の相互確認がなされているとはい

え，その精神的基調には，なお親権的相互了解の

期待が残存している。この期待の裏づけとして，

懐柔的，協調主義が採用されることを一っの特徴

としている。労働者にとって，時には「物わかり

のいい経営者」の外貌を示すこととなる。しか

し，反面で，企業経営の物的基盤として官僚制の

移入，形成過程で，経営者の旧地主的感覚は，適

合性を喪失し，また否定されざるをえない状況と

なる。この過程で，金融資本の経営参加によっ

て，意思決定の専制制は著しく制約をうけ，時に

は完全に否定される。その時，自己保存のため，

労組側要求に妥協的となり，かえって無責任的経

営体制に陥る場合が，例外的ではあるとはいえ，

認められる。

　本争議研究過程で，福井鉄道が名鉄資本導入に

至る間の場合⑥，および北陸鉄道の前期経営者の

中に〔7｝，一っの典型的事例を見ることができた。

これはまた，今のところ，日本の経営者の中に認

められる一般的類型として，捉えうるであろう。

【近代的経営精神一第皿類型（「M・c」型）】

　第1類型・第H類型の共通点は，経営の近代化

＝物化がまだ完了しないところにあった。そのか

ぎりで，人間の血の臭いが残ることを特徴とし

た。しかし，第皿類型は，管理老型経営者の場合

である。トップマネージメントは，集団指導など

に従う「近代的経営老」に委ねられ，経営の意思

決定は制度化され，一応，あくまで一応ではある

が専制性は払拭され，しかも組織運営は，ビジネ

ス性〔8）＝官僚制によってなされる。その意味で，

近代化された経営といえよう。

　このような管理者型経営者による企業経営，と

くに労働者，労働者組織への対応は，合理的・現

実主義的精神を基調とすることが特徴である。そ

のかぎりで，団体交渉制度は，形式的には，完全

に確立し，機能している。団交制度の経営協議会

化の進展さえ認められるのである。

　なおこうした経営の物化の進展は，家族主義

温情主義の後退を意味する。労働老には人間主義

の喪失と冷たさのみが支配するに至ったと感じと

られる。とくに，企業定着の中高年層の労働者に
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はその冷たさが身に沁みるといった状況である。

　本争議研究過程で，福井鉄道経営の後期（昭和

43年以降の場合）の経営者と，北陸鉄道の後期（昭

和35年以降の場合）の場合に，その典型的事例を

見ることができた。なお，いずれの場合も，「名

鉄方式」の経営に現われた現象である。

　もちろん，このような「類型化」の試みは，資

本が不断の蓄積，成長を重ねるかぎり，純粋理念

型たるにすぎない。また，企業経営ないし経営理

念の発展史の中で，これら類型は，一応段階的に

認められるものである。

　なお，現在のところ，いずれの類型をも彩り，

貫串するものは，従業員福祉の向上を軸とした労

使協調論（パートナーシップ）ないし労使一体論

である。そして，一応の物的裏打ちを伴う「経営

福祉主義」が採用されることも注目さるべきであ

ろう。それは，形をかえた「家族主義」「企業一

家主義」として経営の基調的精神となっている。

労働老も，心情的にそれを歓迎している模様であ

るo

②　労働者組織のリーダーシップ

　つぎに，労働者の組織とその成熟度＝組織形態

の官僚制的な整備とリーダーシップの態様とを指

標として，諸類型を，ほぼっぎのごとく，

　a一血盟的精神（誓約集団的団結の精神）

　b一戦闘的経験主義（政治主義・「労働組合主

　　　義」混合）

　c一労働組合主義（「ビジネスユニオニズム」）

と，類型化して整理を試みた。

【血盟的精神　　第1類型（「L・a」型）】

　これは，組織結成当初の少数グループと，その

周辺労働者との間にみられる団結の原初形態であ

る。それをささえるものは，色濃い共同被害者意

識である。とくにリーディングな小集団は，熱気

のこもった「血盟的団結の精神」（9）がささえる。

自らの権利にめざめ，上からの抑圧に反抗し，公

然と権利宣言をなす。団結の組織の実存を知らし

めるのである。この血盟的団結を核として形成さ

れた組織は，なお十分形態を整えてはいないが，

その力は，経営者への直接的対抗として発揮され

る。とはいえ，強固な企業防衛精神に転ずる可能

性のあることは，見逃しえない事実である。ここ

では，一般的に，いわゆるカリスマ的支配形態が

見られることも，一っの特徴的傾向といえよう。

　本争議研究過程で認められた福鉄労組の初期団

結の形態は，一っの典型的事例といえよう。なお

それは，福井県バス初期の場合aPt最も典型的な血

盟的団結として現われていた。一般に，中小規模

での労働者の団結に認められ，組織化の後進的な

企業での組合創生に献身する者の団結にもそれを

見ることができる。

【戦闘的経験主義一第H類型（「L・b」型）】

　これは，組織結成過程で，上からの団結権の授

与に甘んぜず，自らの力で闘いとろうとする姿勢

をとり，闘争経験を積みっっ，組織整備（規約，

財政，職場組織，事務局機構）がすすむ状況をさ

している。歴史の革命的発展の過程になぞらえて

理解できるのである。権利宣言に始まり，憲法制

定（ここでは労働協約の協定，整備）へと，下か

らの闘いが展開される。そのかぎりで経営者の抵

抗は一種の反革命の形で展開されるが，これに対

して強い抵抗意識を発揮する。ここではカリスマ

的支配の残存が認められる。いわゆる「××天

皇」の呼称でいわれるトップリーダーの出現と，

組織が戦闘性を発揮し，力関係原理が選択される

状況にある。しかし，争議を契機に組織分裂が発

生するのもこの類型の場合であることも，注目し

なくてはならない。

　本争議研究過程で認められた福井鉄道労組の

中，後期と，北陸鉄道労組前期㈹に認められた団

結形態は，その典型的事例の一っと考えられるの

である。

【労働組合主義一第皿類型（「L・c」型）】

　これは，一般に組織形態の整備が，物的基盤の

成熟（労働力構成に対応）に照応して進められ，

ほぼ官僚制が確立した場合である。しかも組織行

動は，第H類型の場合に比して，一応合理性にさ

さえられ，いわゆる組織運営のビジネス性が強化

されることを特徴としている。そのかぎりで，団

結には無気力な平和主義が支配的精神となり，組

織行動の戦闘性は稀釈化し，官僚制特有の冷たさ

一即物的態度一の支配が，組織のメンバーに

感得される過程である。

　本争議研究過程で認められた後期北鉄労組（名

鉄資本支配下の段階）に見られる団結の形態axを，
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ほぼ典型的事例として選ぶことができよう。現

在，そのリーダーシップの質に鑑み，一応条件づ

きで，日本のビッグビジネスユニオンはこの方向

にあるといえよう。むしろ家産制的官僚制の支配

をそこに見た方が，より現実に接近しえたといえ

よう。

　いうまでもなく，これら諸類型は，純粋理念型

であり，労働組合の組織成熟＝近代化過程の段階

に照応するものと考えられる。

2　労使対抗関係の類型と争議の性格

　さて，これら労使の行為をささえる基調的精神

の諸類型を，相互に，形式的に組み合わせるとす

れぽ，九っの形式がえられる。しかしながら，形

式的には可能な組合せといえども，現実性を持ち

えないと判断されるものが存在することはいうま

でもない。そのような場合は，一定の指標にした

がって除外することとする。今，対応の組合せを

形式的図式化し，それぞれ組合番号を設けること

としよう。

（L・a）

ll類型
（L・b）

皿類型
（L・c）

（M・a）

①

②

③

ll類型
（M・b）

④

⑤

⑥

皿類型
（M・c）

⑦

⑧

⑨

　上記のごとく9分類の組合せが成立する。

　今仮りに，こうして得た類型を，先に示したク

ラーク・カーの試みた労使関係の類型に対応させ

てみるならぽ，ほぼつぎのごとき形となるのでは

あるまいか。

　「絶対的労使関係」e組合①

　「親権的労使関係」く→組合④

　「階級闘争型労使関係」←組合②⑤⑥⑧

　「競争型労使関係」e組合⑨

となろう。第1の形態の典型は初期福井県バスの

場合um，第2の形態の典型は前期福鉄の場合adi，第

3の形態の典型は前期北鉄㈱，中後期の福鉄の場

合nm，第4の形態の典型は現在の北鉄⑰の場合と

して．それぞれ一応の整理が許されるであろう。

とくに，組合せ③および⑦は，現実には，存在の

可能性がほとんど認められないので除外した。

　っぎに，これら労使対抗関係の組合せと，そこ

における労働争議とを対応させて考察し，争議の

性格的特質を摘出するとすれば，ほぼっぎのごと

き状況が認められるのである。

　〔1〕型＝組合せ一一「前近代的経営精神」に

対応した①～③一にっいて。この場合③は除外

される。

　①争議類型。中小零細企業に発生する争議類型

であって，一般的に，争議は，一揆的前近代的性

格を示す。

　団結権の承認，っまり労働組合結成要求をめぐ

る「組合承認争議」を一っの典型として捉えう

る。なお，多くの「人権争議」的性格の争議が発

生するのもこの場合である。そしてそれは，宣言

的，法三章的労働協約を見る機会となることも注

目さるべきであろう。

　ここでは，一方で血盟的団結の精神と，他方で

専制的非合理的経営精神との，直接的対抗の形を

とるので，不当労働行為が随伴する。また争議行

為に，コントロールのきかない非理性的な暴力的

行為の発生が見られる場合がある。

　「権利闘争」，「組合承認要求型争議」　　初期福

井県バスの場合間が典型的事例である。

　②争議類型。①型の転化形態とも見られる。こ

の類型は①と統合して捉えうるであろう。その争

議も，労働者による経営方針（脱封建制）あるい

は経営者の転換，退陣要求によって発生する場合

が想定されるo

　「経営転換要求」争議一初期福井県バスの場

合ttgが典型的事例である。

　③争議類型。一般に組織運営のビジネス化は，

一定の規模以上の物的基盤が用意されねぽならな

い。その経営基盤に対して前近代的経営精神の温

存は許されず，しかも労働組合側のみがビジネス

ユニオニズムを採用することはほとんど考えられ

ない。したがって，この類型は形式的組合せのう

えで可能だとしても，現実に存在する余地がな

いo

　〔H〕型＝組合せ一「擬似近代的経営精神」に

対応した④～⑥一にっいて。この場合は一般に

労使関係の動揺，前近代性脱却過程を基盤として

発生する労働争議として捉えねばならない。
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　④争議類型。これは①型，②型とほぼ類似の性

格を持っ場合である。労働者の組織化が阻まれ，

資本による完全な制圧の下にある場合が想定され

る。とくに親権的経営理念の支配に力点を入れて

考察すれぽ，この④争議類型がえられるが，例外

的現象と考えられ，①型，②型の特徴を示す。

　「組合承認型」争議一第1次福鉄争議の場

合⑳が典型的事例である。

　⑤争議類型。経営者の親権的経営理念の残存に

力点を入れて考察すれぽ，②争議類型となり，労

働組合組織の官僚化に力点を入れるならぽ，⑧争

議類型に近づくこととなる。

　この場合は，労働組合が自成的団結権の主体た

ることの自覚にもとつく行動を展開する過程で発

生する争議の類型である。労使間を規律する憲法

ともいうべき「労働協約」＝非人格的な規範の確

立を意味する＝の締結を主目的として発生する争

議が典型的なものである。争議は労働協約の形態

上ないし内容の整備を促進する契機となる。

　なおこの類型の争議の特徴は，その争議行為に

心情的な憎悪や疑惑，不信感の残存が認められる

ことである。その根底において，なお血盟的団結

の精神が認められ，ストライキ志向性ないし政治

主義的な戦闘性が発揮される。この場合，労使関

係の近代化が急速に進み，中間職制の排撃などを

基調として，近代的経営者の登場を促すことにな

る。　「経営者の交替」要求は経営革命を企図する

ものである。企業組織の近代化という物的基盤に

適合的な経営方針，経営者の登場を労働者自らの

課題としたことである。

　「労働協約確立型」争議，「経営政策転換」争議

一ac　1次福鉄争議閻，北鉄労組「協約闘争」の

場合⑳が典型的な事例である。

　⑥争議類型。⑤類型の亜種である。この場合は

労働組合が先行的に組織形態を整備し，本質的に

は協調主義的リーダーシップに導かれるにもかか

わらず，経営者に対しその外形的戦闘性に恐怖を

感じさせるに至る。そこで資本により「企業再

建」の名によって「協約改訂」ないし組合の「行

儀直し」と称する組織攻撃が試みられる。それは

労働者にとって反革命的行為と映ずることにな

る。かくて，労働者組織は革命の栄光の中（⑤類

型争議経験）にあり，伝統的戦闘性を保持し，戦

闘的経験主義に基づいて，その労務政策に強く抵

抗が試みられる。

　その争議は，アンチ反革命闘争の性格をもち，

かえって経営政策の転換＝経営者の交替・経営合

理化の契機となる。同時に，労組側の組織分裂が

発生する場合があることは，特に注目さるべき現

象であろう。

　「労働協約防衛」争議一「組織防衛」争議一

「68福鉄争議」㈱「北鉄争議」eeの場合が典型的な事

例である。

　〔皿〕型＝組合せ一「近代的経営精神」に対応

した⑦～⑨一にっいて。この場合は経営の一定

規模以上の基盤に適合して，労組の承認，団体交

渉の制度化が許容されるものが想定される。資本

によって，安定的な労使関係の継続が企図される

場合である。

　⑦争議類型。実存の可能性は，ほとんど考えら

れないので除外する。

　⑧争議類型。この場合は，経営組織の近代化に

に対応して，労働組合の戦闘性，ストライキ志向

性が温存されている。前近代性を脱皮した経営者

は，経営の合理化方針を貫徹しようとし，労働協

約改訂を企図するが，労働者には「反革命的」な

いし経営方針の反動化と映じ，反合闘争として，

労使が激突し，争議は激化する。時には，この過

程で労組側の組織分裂が発生することも注目すべ

き現象である。形態上では⑤ないし⑥争議類型に

近似する。とにかく，この類型の争議は，過渡的

な特殊形態をとり，強烈な争議継続志向を発揮す

ることに注目される。

　「組織防衛」争議一「72福鉄争議」㈱の場合が

典型的な事例である。

　⑨争議類型。この場合は，労使ともに，組織の

「経営」は，合理性＝即物的合理主義によってつ

らぬかれ，官僚制下に形成されたものである。

「形式的」な労使対等関係の成立状態にある。も

ちろん，日本の場合，労働者の団結は「家産制的

官僚制」的支配を特徴とする見解を念頭において

考察する必要があろう。が，一応のビジネスの精

神の支配が認められる。労務管理制度の確立や情

報にささえられ，団体交渉制度の確立とその機能

の発揮が認められる。

　したがって，ここでは紛争の原因が「経済要

求」に集中し，経営合理化は，団体交渉事項から

協議事項へ変じ，争議は条件闘争的争議の性格に
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変ずる。その争議形態も，合理性こそが判断の基

準であり，企業別次元で処理される傾向を示す。

そのうえ企業別組織形態をとるため，争議の長期，

激化（⑤，⑥，⑧類型に見る「泥沼闘争」など）

は極力避けられることが特徴である。

　「体制的」争議，「春闘」型争議が，この類型に

入るべきものであろう。北鉄労組の現段階esの争

議，春闘における大手企業の場合がその典型的事

例である。

　これを要するに，労使を問わず，それぞれの組

織の「経営」（ベトリーブ）にあたっては，それ

ぞれの行動主体をささえる精神的基調は，その物

的基盤に適合的に，近代的合理性の採用の過程を

たどる。が，経営の近代化過程は，概して資本が

リーディングな立場をとりっっ，労・使組織の成

熟のテンポは必ずしも合致しない。不協和現象を

示し，不快な摩擦音を発する場合が極めて多いと

いうことである。ここに争議頻発と，争議形態の

多様性が認められる背景を見ることができる。と

くに注目すべきことは，労使それぞれの行動主体

が近代化を目ざし，その精神的基調が転換を迫ら

れる時点で，労使間の矛盾が一挙に噴出すること

も注目すべきことであろう。

　ここで，先に見た争議を，労使対抗の中で発揮

される精神的基調を指標として，さらに整理をす

れば，大まかにつぎの4類型が想定される

　（1）非合理的（経営）e非合理的（労働）

　（2）非合理的（経営）e　合理的（労働）

　（3）合理的　　（経営）e非合理的（労働）

　（4）合理的　　（経営）e　合理的（労働）

となる。ここで「合理」という場合は，組織の経

営における「事象的」関係の成立を意味し，「非

合理」という場合は，組織の経営における「人間

的関係」の支配的形態を意味する｛2n．

　なお，（2），（3）の場合に最も激しい不協和，摩擦現

象が認められるということである。

　とすれぽ，争議類型は，（1）の型を「一揆型」争

議，（2），（3）の型を「革命型」争議（「反革命型」を

含む），（4）の型を「体制内闘争型」争議と，分類

して整理されることとなる。従来の労働争議研究

対象として，研究者に特別の注目を浴びるもの

は，（1）～（3）の場合が圧倒的に多い。

　それはそれとして，こうした行動主体の精神構

造は，経営の物的基盤によって規定され，それへ

の適合性をもたざるをえない。すなわち，資本の

不断の蓄積過程（成長・集中化）を基底とする社

会構造の変化過程，それに照応する当該企業体の

特質（とくに「労働力構成」の特質に注目），そし

てそれを基底にもっ労使関係の展開過程で，形成

され変質することでもある。

　したがって，こうした図式化は，錯綜し，不断

の変化過程にある現実を，極めて単純化して把握

する作業である。その作業に分析上の欠陥が伴う

ことはいうまでもなかろう。とはいえ，現象認識

の装置として，何らかの有効性を発揮すると考え

るものである。もし，上記のごとく労使対抗に視

点を据えるならぽ，当該争議の「形態」上の特

質，その「性格」の特質をより鮮明にしうるであ

ろう。時には労働争議発生予見の可能性や争議展

開過程で生ずるであろう問題点を，先取りする可

能性もあると考えるのである。

　なお本稿は，「総合研究労働争議研究会」（東京大学

社会科学研究会）に所属した研究成果の一部をなすも

のである。
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